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［要旨］オゾン層はオゾン層破壊物質であるフロン類の今後の減少に伴って素直に回復するのか、

二酸化炭素の増加は今後のオゾン層の変化に如何なる影響を及ぼすか、の疑問に答えるため、成

層圏での化学－放射－力学過程間の相互作用を考慮した成層圏化学気候モデルの開発・改良を行

った。開発された数値モデルを活用して、成層圏での現実のオゾン分布の再現性などを評価した

後、過去および将来のオゾン層破壊物質（フロン類など）や温室効果気体（二酸化炭素など）の

大気中濃度の変化シナリオを用いて、成層圏オゾン層の長期的な変化に関する数値実験を行った。

その結果、特にオゾン層破壊が顕著である南極オゾンホールの変化については、これまでのオゾ

ンホールの拡大傾向をほぼ再現できる事、2000-2010年頃のオゾンホールは最大規模で推移する事、

2020年頃からオゾンホールの縮小傾向が観測されると予想される事、オゾンホールが観測されな

くなる時期は今世紀半ば過ぎになると予想される事、が示された。本課題で開発された成層圏化

学気候モデルはオゾン層を取り巻くプロセスの理解にも応用された。オゾンホールの生成から消

滅に至る時系列変動に対して、オゾンホール発達時期では光化学過程が、オゾンホール縮小時期

では放射と力学過程の結合が支配的である事が分った。また太陽活動の変化の影響や上部成層圏

のオゾン場に見られる大気潮汐の解析にも数値モデルを活用した。 

 
［キーワード］化学気候モデル、オゾン分布、オゾンホール、将来予測、温室効果気体 
 

１．はじめに 

国際的なオゾン層保護対策の実施の結果、成層圏においてもハロゲン濃度（塩素・臭素濃度）

がピークに達し、緩やかな減少ステージに入った事を示す観測事実が報告されるようになり、少

なくとも大気中のハロゲン濃度を減少させる事に関しては、フロン・ハロン規制が順調に機能し

ている事が分かる。しかしながら現在の成層圏では、フロン・ハロンなどのハロゲン化合物以外

の物質の濃度（大気組成）がオゾンホール出現以前とは大きく異なっている。例えば、温室効果

気体である二酸化炭素（CO2）は、対流圏では1980年から2000年の間に約30ppmv程度（年平均

0.4-0.5%程度）増加しており、成層圏でもそれに対応する増加が認められている。同様にメタンや

亜酸化窒素などの温室効果気体濃度も増加傾向にある。またサブテーマ（２）で述べる様に、成
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層圏での水蒸気の変動も報告されている。よって、他の微量気体濃度の変動が、ハロゲンの規制

効果を打ち消す事で、オゾン層の回復を遅らすなどの影響が現れる可能性がある。 

 主要な温室効果気体であるCO2は成層圏においては長波を宇宙に向けて放射する冷却効果気体

として働くので、成層圏におけるCO2の増大は成層圏の寒冷化をもたらす事になる。CO2の増加が

成層圏オゾンに与える影響に関して化学的な立場からは2つの仮説を立てることが出来る。一つは、

成層圏での温度低下は、オゾン分解反応を抑制し逆にオゾンの生成反応を加速する効果があるの

で、オゾン層の回復を加速すると言う仮説である。もう一つは、CO2の増加は極域などの一層の寒

冷化をもたらし、極成層圏雲（PSC）の増大、極渦の強化、不均一反応確率の増加などを招く事で

オゾン層破壊を深刻化する方向に働く、と言う仮説である。成層圏の領域（極域か中緯度か、成

層圏下部か上部か）の違いによってオゾン分解を引き起こす化学過程が異なる上に、化学過程は

成層圏での力学過程や放射過程と相互作用しているので、実際にはCO2の増加の影響を上記の様に

単純に考える事はできない。 

成層圏ではオゾンによる太陽短波の吸収による光→熱変換が重要な熱源である。そのためオゾ

ンの増減は放射を通して温度場に影響を及ぼす。逆に温度場の変化がオゾン場や輸送場にも影響

を及ぼす。この様に成層圏では、化学－放射－力学過程間の相互作用が存在しているため、オゾ

ン層の長期変動を予測するためには、存在する相互作用を十分に考慮する必要がある。 

CO2の増加が今後の成層圏オゾン変動に与える影響については、Shindellら1)が簡略化した化学気

候モデルを用いて数値実験を行い、南極オゾンホールの拡大が2010年ごろまで継続する事、なら

びに北極オゾンホールが起こる可能性がある事、を示唆した。しかしながら、彼らのモデルは様々

な過程を非常に簡略化したものであり、CO2増加が成層圏オゾンに与える影響を評価するには不十

分であると言わざるを得ない。CO2増加が成層圏オゾンに与える影響など今後のオゾン層の長期的

な変動を予測するためには、化学－放射－力学過程の結合を充分に考慮した成層圏結合化学気候

モデル（以下、化学気候モデルと略す）を用いた数値実験が必要である。 

 

２．研究目的 

 成層圏オゾン層の将来変動を考察するに当っては、成層圏での化学－放射－力学過程の結合を

充分に考慮した「化学気候モデル（CCM）」を用いた数値実験が有力な手段である。我々は東京

大学気候システム研究センター(CCSR)/国立環境研究所(NIES)の共同開発による大気大循環モデル

(AGCM)2）をベースとした化学気候モデル（CCSR/NIES CCM）の開発を行ってきた。3) 本研究で

は化学気候モデルを用いた数値実験の結果から温室効果気体の増加が成層圏オゾン層に与える影

響を「定量的」に評価する事を目標としている。そのために、CCSR/NIES AGCMをベースとした

化学気候モデルの基本的な性能の確認と欠点の修正を行う。またオゾン層の中長期的な変動をも

たらす要因に焦点を絞り、その影響を定量的に調べる。特にフロンの今後の排出シナリオやCO2

濃度の漸増条件下での長期数値積分を行い、フロンなどのオゾン層破壊物質の減少化にあって温

室効果気体の増加が成層圏オゾン層の将来にどのような影響を及ぼすかを明らかにするのが本研

究の目的である。 

 

３．研究方法 

化学気候モデルとは、いわゆる大気大循環モデルに大気中の各種化学成分（オゾン、窒素化合
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物、塩素化合物等）の三次元分布を計算する

モジュールを組み込んだものである。図１に

化学気候モデルの概念図を示す。モデルの中

では、オゾンなどの各化学成分の分布は、大

気大循環モデルが計算する風速によって移流

され、同じくモデルの計算する気温に依存し

た化学反応速度で反応を行なう事によって計

算される。一方、オゾンなどの化学成分の濃

度や分布の変化が太陽短波吸収や宇宙に向け

ての赤外放射を通してもたらす加熱率や冷却

率の変化による気温分布の変化も計算される。 

本サブテーマではCCSR/NIES AGCMをベー

スに成層圏化学過程の計算モジュールを組み込んだ化学気候モデル（CCSR/NIES CCM）を作成、

その後様々な改良を加えていった。 

当初のCCMでは表1にある33種類の化学成分の3次元分布を計算した。長期積分実験では、水平

分解能をT21 (経度×緯度≒5.6°×5.6°)、鉛直方向は地表面から約80 kmの領域を34層に分割して計

算を行なった。 

 

４．結果・考察 
（１）成層圏オゾン分布の再現性 

 開発したCCSR/NIES CCMを用いて計算される成層圏の各種化学成分、特にオゾン分布の再現性

を調べるため、アンサンブル数値実験を行った。この数値実験では、異なる8つの初期状態からそ

れぞれ1モデル年にわたる8ケースの数値積分を行った。その際、地表面におけるCH4、N2O、フロ

ン類の混合比を全てのケースで同一の値（1990年代初期を反映した値）に設定し、それら8ケース

の結果の平均値（アンサンブル平均値）を同時期に人工衛星で観測された値と比較した。 

 図2に、東西平均したオゾン全量の時間-緯度断面図を示す。図2の(a)はNimbus-7及びMeteor-3に

搭載されたTOMS（Total Ozone Mapping Spectrometer）によって観測されたオゾン全量の1990年か

ら1994年までの5年間の平均値であり、(b)はアンサンブル実験の平均値である。両図の比較から、

北半球及び熱帯域においては、オゾン全量の季節進行が振幅・位相ともによく再現されているこ

とが分かる。北半球の高緯度地域では、4月の中旬に420DUを超える極大値を示し、その後9月か

ら10月に向って減少し約280DUの極小値を取るという季節進行の特徴が良く再現されており、ま

た北緯60度付近に年間を通じて見られるオゾン全量の大きな緯度帯も良く表現されている。南北

30度までの熱帯域に関しては、極小値の南北移動の様子(冬半球で極小)が良く表現されており、オ

表1 CCSR/NIES化学気候モデルで計算される化学成分。括弧内の化学成分は一つの化
学ファミリーとして扱われ、ファミリー内の各成分量は化学平衡を仮定して計算
される。 

O系 Ox ( = O + O(1D) + O3 ) 

Cl系 

HCl, ClONO2, HOCl, Cl2, ClNO2, 
CCl4, CFC11, CFC12, CFC113, 

HCFC22, CH3CCl3, CH3Cl, 
ClOx ( = Cl + ClO + ClOO + Cl2O2 ) 

N系 N2O, HNO3, HNO4, N2O5, 
NOx ( = N + NO + NO2 + NO3 ) 

H系 H2O, H2O2, 
HOx ( = H + OH + HO2) HC系 CH4 

図1 化学気候モデルの概念図 
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ゾン全量値自体もTOMS観測に近い値を示

している。北半球及び熱帯における今回の

モデル計算値とTOMS観測の差は、経度平均

値で見た場合にほぼ±8%の範囲に収まって

いる。  一方、南半球の高緯度においては、

9月下旬から12月下旬にかけて大規模なオ

ゾン減少が計算されている。モデルの内部

でオゾンの減少する要因を解析したところ、

活性なCl系物質（ClOx）による化学的な破

壊によるものである事が確認された。よっ

て、この大規模オゾン減少はいわゆる南極

オゾンホールの再現と見なす事が出来る。

この時期において、計算されたオゾン全量

は10月下旬から11月上旬にかけて最低値を

取り、その値は140DU程度に達する。この

値はTOMS観測において示される最低値

(150DU)と良く一致しているが、TOMS観測

において該当緯度帯でのオゾン全量最低値

は9月下旬から10月上旬に起こっているの

に対し、モデルが再現した南極オゾンホー

ルの季節進行は、観測に比べると約1ヵ月遅

れている。南半球の中緯度域においては、

2,3月に極小値を取り、9,10月に極大値を取

るという基本的な季節進行の様子は良く再

現されているものの、オゾン全量の絶対値

がTOMS観測に比べて最大20％程度の過

大評価になっている。 

次に南半球中・高緯度における観測と

の不整合のうち、南極オゾンホールの季

節進行の問題について述べる。南極オゾ

ンホールの季節進行の問題とは、南極上

空におけるオゾン全量の最小値を記録す

る時期が、観測に比べて１ヵ月程度遅れ

るけれども、最小値の値自体は観測と比

べて妥当な範囲に収まっている、という

問題であり（図3）、次の2つの原因によ

る複合的な問題と考えられる。 

1. 8月から9月におけるオゾンの化

学的な破壊率の過小評価 
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図2 経度平均したオゾン全量の時系列。(a) 

TOMSによる観測の1990年－1994年の5年間の平

均値。(b) アンサンブル実験の平均値。TOMSの

極夜域は空白になっている。コンター間隔は

20DU 

図3 オゾン全量の時系列。灰色：南極点でのゾン

デ観測。黒：モデル最南点（86S）での計算

結果。鉛直線は径年変動の1σ 

観測値 

計算値 
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2. 冬季の成層圏で卓越する西風ジェット（極夜ジェット：極渦）が長続きし過ぎる 

この2点が組み合わさって、モデル中の南極オゾンホールに、“最小値を記録する時期は遅れる

けれど（季節進行は遅れるけれど）、最小値の値自体は観測と比べて妥当である”という特徴が現

れたと考えている。すなわち、8,9月における破壊率は過小評価されているが、原因2により、初春

（9月）を過ぎても南極上空ではオゾンを化学的に破壊する条件(南極域の孤立、極低温の維持)が

整うことでオゾン破壊が長引くため、実際に破壊されるオゾン量としては観測に近い量になって

いる、ということである。8,9月におけるオゾン破壊率の過小評価に関しては、モデル中の光解離

率の計算過程において、地球大気が球面である事と、太陽天頂角が大きな場合には太陽からの直

達光が気層の下からも入射されてくる事、の2点に関して考慮されていなかったためと考えられる。 

 上記二つの問題点を克服するため、（1）非地形性重力波抵抗パラメタリゼーションのモデルへ

の導入、（2）大気の球面形状を考慮した光解離率計算の導入、という2点に関してモデルの改良

を行なった。 

（２）低温バイアスの改善を目指した努力 

１）高分解能AGCMを活用した解析 

（１）で指摘した南半球の極夜ジェットが長続きする問題は、現在世界中の多くのAGCMが抱

える問題4)である。この問題に付

随して、冬季から春季にかけて

の南極域中下部成層圏における

気温が観測に比べて低く計算さ

れる「低温バイアス問題」も多

くのAGCMが抱える問題である。

その解決のためには、非地形性

起源の重力波による成層圏・中

間圏への運動量輸送の効果を考

慮する必要があると思われる。

一般にこのような重力波の空間

スケールは、長期積分を行うた

めのAGCMの空間スケール（～

500km）に比べると格段に小さく、

陽に扱う事は現実的には不可能

である。従って、これらの効果

をAGCMに導入するためには、

AGCMの格子サイズにおける各

種物理量を用いて、より空間ス

ケールの小さい現象の効果を表

現する手法、いわゆるパラメタ

リゼーションが必要である。パラメタリゼーションを行うに際しては、重力波の観測データの利

用が望ましいのであるが、そうした観測データは数が限られている。それ故、高分解能AGCMの

出力データを利用したパラメータの調整を行うのが一つの方法である。そこで本サブテーマでは、

図4 東西平均、季節平均した気温の緯度－高度断面図。上段：

北半球の冬季(12月、1月、2月)の平均。左から、水平分解能T21

の標準実験、T106で鉛直分解能500mの実験、英国気象局の再

解析データ（1997年－2002年平均）。下段：南半球の冬季（6

月、7月、8月）。 
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化学過程を簡略化する事でAGCMの水平・鉛直分解能を高分解能化し、今までは陽に扱えなかっ

た非地形性起源の重力波をモデル中で陽に表現し、その役割について考察する実験を行っている。 

 図4は、北半球と南半球の冬季で平均した気温の緯度－高度断面図を、2つのモデル実験及び英

国気象局の再解析データ（1997年から2002年）を示したものである。ここで、英国気象局のデー

タは観測値と見なせるものであり、モデル計算結果のレファレンスとして示してある。ここに示

したのは、次の2つの実験の結果である。 

① 水平分解能T21（格子間隔～500km）、鉛直分解能が圏界面付近で1kmであるCCSR/NIES AGCM 

② 水平分解能T106（同～100km）、鉛直分解能が圏界面付近で500mであるCCSR/NIES AGCM 

①では、両極域冬季及び熱帯圏界面における低温バイアスが顕著であるが、②では特に南半球の

冬季における低温バイアスの改善が顕著であり、10－100hPaの範囲で大まかに10K程度のバイアス

低減を達成している。なおこの実験では、極夜ジェットの季節進行も①に比べて観測に近いもの

になっていることを確認した。 

２） 非地形性重力波抵抗パラメタリゼーションの導入 

 １）で述べた高分解能AGCMによる解析や重力波の観測データを参考にしながら、非地形性の

重力波抵抗パラメタリゼーションを化学気候モデルに導入した。非地形性重力波抵抗パラメタリ

ゼーションとしては、C. O. Hinesにより提唱された方法を用いた5,6)。このパラメタリゼーションは、

国内外の多くの中層大気AGCMで利用されている業界標準的なものであり、それらに使われてい

る計算コードの入手が比較的容易な点が利点である。まず計算コードを入手し、CCSR/NIESモデ

ルに導入するために大幅な書き換え作業を行った。次に、水平格子の大きさが約600km（T21）、

鉛直方向には上空80kmまでを34層（L34）で表現したモデルに非地形性重力波抵抗パラメタリゼー

ションを組み込んで、1ヵ月程度の短期間計算、次いで1モデル年の実行テストを行って、途中で

計算が破綻・停止せずに走る事を確認した。これを用いて、非地形性重力波抵抗パラメタリゼー

ションの各種パラメータの調整実験を行った。設定すべきパラメータは4種類あり（重力波の打上

高度、打上高度に於ける風速摂動の二乗平均速度、重力波の水平波数、重力波の鉛直波数最小値）、

1つのパラメータセットに対して5モデル年の実験を行い、そのアンサンブル平均を英国気象局

（UKMO）の再解析データ（観測データと見なせるもの）と比較した。まず、他グループのモデ

ルで使用されている値を参考に各パラメータの値を設定し、それらを用いた実験を行ったが、極

渦の季節進行や冬期の低温バイアスに顕著な改善が見られなかった（モデル構成の差が影響した

ものと思われる）。そこで、各パラメータの値を色々に振って同様の実験を多数行った。これら

の実験から、①打上高度を成層圏中に取ると重力波抵抗が非常に小さくなる事、②東西風にかか

る重力波抵抗の大きさは、水平波数、風速摂動の二乗平均速度に比例する事、③鉛直波数の最小

値を小さくすると、重力波抵抗が大きくなる事、といった非地形性重力波抵抗パラメタリゼーシ

ョンの特性を知ることが出来た。この結果を踏まえて、極渦の季節進行の改善や両極域の冬期に

於ける低温バイアスの改善を比較的良く達成できるパラメータセットを、T21L34の分解能につい

て設定することが出来た（重力波の打上高度＝地表、打上高度に於ける風速摂動の二乗平均速度

＝1.5 [m/s]、重力波の水平波数＝0.01 [km-1]、重力波の鉛直波数最小値＝0.1 [km-1]）。このパラメ

ータセットを使った実験で計算された東西平均東西風と気温の各季節平均値を、UKMO再解析デ

ータ、および非地形性重力波抵抗パラメタリゼーションを含まない実験の結果と比較したのが、
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図5である。南半球の冬季（JJA）に注目すると、非地形性重力波抵抗パラメタリゼーションを考

慮した実験では、極夜ジェット中心の風速が顕著に減少し、観測とほぼ同程度になっていること

がわかる。また、それに付随して、南極域中部・下部成層圏での冬季の気温も最大で20K程度上昇

し、観測との不一致が大幅に改善されている。ただし、上記のパラメータセットの調整作業では、

極域での再現性向上に注目したため、熱帯域の対流圏界面付近では逆に観測に比べたときの低温

バイアスが拡大してしまう等の問題は残っている。ここまでは、化学計算を含まないAGCMでパ

ラメータ値の調整を行い、次いで、化学気候モデルに非地形性重力波抵抗パラメタリゼーション

を導入し、得られたパラメータセット

を用いて、5モデル年の計算を行った。

その際、次で述べる大気の球面形状を

考慮した光解離率の計算は考慮され

ていない。計算された南極上空のオゾ

ン全量を人工衛星データ及び標準実

験の結果と比較したのが図6である。

問題であった南極におけるオゾン全

量の季節進行は、年間最小値を記録す

る時期が20日ほど早くなり、ほぼ観測

されるような季節進行が計算された。

更に、標準実験に見られるような、初

夏の時期にまで及ぶオゾンホール影

響の持続（2月中旬まで低オゾンレベ

ルが持続）が、この実験では完全に修

正されている。ただし、南極で計算さ

れるオゾン全量の最小値は約150DU

もの過大評価になっている。 

 (a)                    (b)  

図5 東西平均した(a)東西風、(b)気温の季節平均。上段：UKMO再解析データ（1992−1996平均)、

中段：非地形性重力波抵抗パラメタリゼーションを考慮しない場合、下段：非地形性重力波抵

 

図6 非地形性重力波抵抗スキームを導入した場合の

オゾン全量の時系列（灰色：観測、黒細線：標準実験、

黒太線：非地形性重力波抵抗パラメタリゼーション考

慮） 

重力波抵抗スキーム考慮 

観測 
標準実験 
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（３） 大気球面形状を考慮した光解離率計算の導入 

これまでに使用してきた化学気候モデルで採用されている大気放射過程の計算手法では、大気

を平行平板と仮定した幾つかの層に分割して、放射伝達の計算を解いていた。大気中の化学物質

の光解離率の計算も、こうした平行平板大気を仮定した放射計算に組み込む形で導入されており、

従って図７（左）に示すように、例えばある大気層の下方からやってくる太陽直達光とそれによ

る光解離に関しては全く考慮されていなかった。しかしながら、図7（右）に示すように、現実の

大気に即して大気の球面形状を考慮すると、大気層の下方より進入してくる太陽直達光は存在 

する事が可能で、しかもそうした太陽光の到達する領域は、丁度オゾンの破壊が最も活発と思わ

れながらモデル中では光解離率

が過小評価されている、初春の

極域成層圏領域に合致する事が

分かる。また、同じ太陽天頂角

を持つ直達光が通過する大気層

の距離（光路長）は、大気の球

面形状を考慮した場合の方が短

くなる事（dpp＞dsp）が分かるが、

これは平行平板大気の方が大気

による直達光の減衰が大きい事

を示しており、この効果によっ

ても平行平板大気の場合の光解

離率過小評価が多少は説明でき

ると思われる。このような事か

ら、光解離率の計算に際しては、

大気の球面形状を考慮した計算

図7 大気の形状の違いによる、到達する直達太陽光の違い。（左）平行平板大気（右）大気の

球面形状を考慮した場合。黄色に塗られた領域は、球面形状を考慮した場合に下層から直

達光が入ってくる領域。また、同じ太陽天頂角を持つ直達光が通過する大気層の距離（dpp、

dsp）は、球面形状を考慮した場合の方が短くなる。 

図8 大気の球面形状を考慮して光解離係数を計算した場合

のオゾン全量の時系列（灰色：観測、黒細線：標準実験、黒

太線：大気の球面形状考慮） 

観測 
標準実験 

球面大気 
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を行うことにした。具体的には、Kyllingら7)等を参考に、光路長計算の変更、及び下方より進入し

てくる太陽直達光の放射伝達計算を付け加えた。変更された光解離率計算コードを含む化学気候

モデルを使って、5モデル年の数値実験を行なった。使用したモデルの水平分解能はT21 (経度×

緯度≒5.6°×5.6°)であり、鉛直方向の領域は地表面から約80 kmで、その領域を34層に分割して計算

を行なった（以下同様）。その結果、極域成層圏の初春における光解離率（Cl2O2の光解離等）は

増加し、その領域・時期におけるClOxの量も並行平板大気の場合に比べて増加した。計算された

南極上空オゾン全量の季節進行の様子を図8に示す。同時に示した並行平板大気の場合（以下、標

準実験）の季節進行と比べて、明らかにオゾン全量の最小値が計算される時期に改善が見られる。

人工衛星の観測と比較してほぼ1ヵ月の遅れがあった、オゾン全量の最小値が記録される時期に関

して、大気の球面形状を考慮した計算の場合約半月遅れが減少し、10月の中旬には最小値が計算

されている。更にその最小値の値自身も、より観測結果に近づく傾向を見せている事がわかる。 

 

（４）光解離定数計算への大気球面形状効果の導入の効果 

 （３）で述べた通り新たな成層圏化学モデルでは、大気球面形状を考慮した光解離速度計算の

ためのコードが導入された。ここで導入した大気球面形状の効果とは、 

① 太陽直達光が大気を通過する光路長に関する効果 

② 太陽直達光が大気下方から入射する効果 

である。前者は、平行平板大気で過大評価される減衰率の補正を行う事を意味する。後者は、平

行平板大気では表現不可能な効果であり、特に、極夜明けオゾン破壊反応開始時期への影響が大

きいと考えられる。これらの効果のモデルへの導入にあたっては、太陽直達光が放射フラックス

を計算するグリッドに到達するまでの光路長計算には大気球面形状の効果を考え、太陽直達光が

グリッドに到達した後の1次散乱光の計算は、基本的にこれまでの平行平板近似のスキームを生か

す、という方針に従って導入した。 

本研究では、大気の球面形状を考慮した光解離定数計算スキームを導入した、CCSR/NIES成層

圏ナッジング化学輸送モデル（サブテーマ（３）で詳述。以後化学輸送モデルあるいはCTMと略

す）及び化学気候モデル（CCM）と、対応するモデルの平行平板大気バージョンを用いて、大気

球面形状の考慮が南極オゾンホールに与える影響の、化学－放射－力学相互作用について考察し

た。 

  化学輸送モデルおよび化学気候モデルを用いて行った平行平板大気（PPA）バージョンと球面大

気（SA）バージョンでの数値実験結果をそれぞれ図9（CTMの結果）および図10（CCMの結果）

に示す。 

オゾン破壊時期においては、ClO濃度立ち上がり時期の早期化（図9(b) ）に対応してオゾン破壊

反応開始が早まり、総破壊量も増加する事が確認された。これは、ナッジング化学輸送モデル（図

9(a)）、化学気候モデル（図10(a)）についてほぼ同様であった。 

対照的に、オゾン回復時期においては、ナッジング化学輸送モデルでは、PPA、SA両バージョ

ンでオゾン全量は即座にほぼ同値となった（図9(a)）のに対し、化学気候モデルでは、極小時の差

異がオゾン回復時期においても継続されていた（図10(a)）。これは、ナッジング化学輸送モデル

ではPPA、SAバージョンで気象場が基本的に同一なのに対し、化学気候モデルのSAバージョンで

は、オゾン破壊量の増加によるオゾン紫外線吸収量の減少によって気温が低下（図10(b)）し、そ
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れに伴う極渦の強化によって極渦崩壊の時期が遅れ、その結果、低緯度側の高オゾン濃度気塊の

極向き輸送が遅れた事に起因している。 

以上により、オゾン破壊時期では光化学過程が、オゾン回復時期では放射・力学過程が南極オ

ゾンホール時系列変動に対して支配的となっている事が分かった。また、本研究で使用した化学

気候モデルでは、対流圏からの波動フラックスがオゾン回復開始のタイミングに不確定性を与え

ている事も分った。 

 
 

 

（５）新バージョン化学気候モデル 

新バージョンモデルでは、水平解像度がT21からT42 （2.8o×2.8o）へと上げられ、高分解能化が

図られた。また、化学スキームの改良としては、臭素によるオゾン分解反応系（BrOx）の導入を

図った。BrOx系の導入に当たっては、同じ大循環モデルをベースとしてサブテーマ（３）で開発

図10 大気球面形状がオゾンホールに与える影響。化学気候モデルによる結果。(a) 80°Sで平均したオ

ゾン全量の時系列。(b) 同緯度で平均した50hPaの気温の時系列。直線は並行平板大気を仮定したモデ

ルの、破線は球面大気を仮定したモデルの計算結果。 

 

図9 大気球面形状がオゾンホールに与える影響。1999年の気象条件の下でのナッジング化学輸送モ

デルによる結果。(a) 80°Sで平均したオゾン全量の時系列。(b) 同緯度で平均した50hPaのClO濃度の時

系列。直線は並行平板大気を仮定したモデルの、破線は球面大気を仮定したモデルの計算結果。(a)の

□はTOMS観測値。 
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とその検証を進めた3次元化学輸送モデル（CTM）での成果を、CCMに導入する際に活用した。更

に不均一反応の取り扱いとして、NAT、ICE上での不均一反応に加えてSTS（成層圏の硫酸－硝酸

－水3成分系の液滴）上での不均一反応も含めた。8) NATとICEについては、T21バージョンでは粒

径を仮定して取り扱っていたが、T42バージョンでは粒径分布はモデル内で計算する事とし、粒径

分布に応じて重力落下速度が計算できるように改良した。またCCSR/NIES AGCM5.4g には、200 

nm以下の太陽放射伝達過程が入っていないので、微量成分のSchuman-Runge帯光解離過程も導入

した。 9) 加えて、T21バージョンの

CCMでは平行平面大気を仮定してい

たが、T42バージョンでは（３）で述

べた通り球面大気として光化学反応

を取り扱えるようにした。これにより、

オゾンホール形成初期の様に天頂角

が90度より大きくなる条件下での光

分解速度も正当に扱えるようになっ

た。また力学過程の調整では、（２）

で述べた重力波のパラメタリゼーシ

ョンとして、非地形性重力波抵抗スキ

ーム6)に加え、地形性の重力波抵抗ス

キーム10）も導入した。 

（６）新たな化学気候モデルと観測値

との比較 

 1990年代のオゾン全量の緯度・季節

断面に関して、T21バージョンによる

計算結果と実測（TOMS）との比較を

行った（図11中段と上段）。（１）で

詳しく述べた通り、数値モデルによる

オゾンの分布は実測の分布を定性的

には再現しているものの、オゾンホー

ル内のオゾン全量の最低値を与える

のは11月と、実測に比べて遅れが認め

られた。またオゾンホール持続期間も

実測に比べ長いほか、南半球中緯度で

のオゾン全量の過大評価も認められ

る。 

一方、改良後のT42バージョンのモ

デルでは、図11の下段に示す通り、

TOMS観測と同様、10月にオゾン全量

の最低値が起こるようになった。また、

以前のモデルでは、南極渦の崩壊が12

 

図11 緯度平均したオゾン全量の緯度別の季節進行。上段の

図はTOMSによる1990-1992および1997-1999年の観測データ

を平均して作成したオゾン全量の季節進行。中段の図はT21

バージョンの化学気候モデルでの1990-1999年の計算結果を

もとに描いたオゾン全量の季節変化。下段の図は改良を施し

たT42バージョンの化学気候モデルを用いた計算結果を基に

作成した緯度別のオゾン全量の季節進行。 
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月～翌年の1月に起こっていたが、改良後のモデルでは、1980年頃のオゾンホールが出現する前の

状態で、極渦崩壊時期が11月下旬に起こるようになり、ECMWFデータなどによる観測事実をよく

再現できるようになった。さらに、2000年頃のモデル大気の塩素負荷を調べてみると、以前のT21

モデルでは、10月の80oS、50 hPaのCly濃度は1.9～2 ppbvであったが、今回のモデルでは2.6～2.7 

ppbvに上昇し、より観測値（2.5～3.5ppbv）に近くなった。 

 

（７）極域成層圏オゾンの将来見通し実験 

１）T21バージョン化学気候モデルによる数値実験 

UNEP/WMO｢オゾンの破壊に係わるの科学アセスメント2002｣に対応するため、（１）で紹介し

たT21バージョンの化学気候モデルを用いた数値実験を行った。T21バージョンではオゾン層破壊

物質としては、フロン等の有機塩素化合物のみを考慮しているものの、ハロンや臭化メチルなど

の臭素化合物は考慮されていない。 

数値実験としては、異なる境界条件（標準実験：温室効果ガスと有機塩素化合物の境界条件を

外部強制として与えるとともに、温室効果ガス増加に伴う海面水温変化の予測値11)も与えた。CO2

固定実験：有機塩素化合物及びCH4, N2Oは標準実験と同様の値を与えるが、CO2及び海面水温につ

いては1986年レベルの値を実験期間中使用し続ける。）の下で65年間積分（1986年から2050年を

想定）を行った。 

オゾンホールの長期変化に対する2つの条件での数値実験結果について、オゾンホールが最も発

達する時期1ヶ月間の南緯75度以南で平均した値で比較すると、オゾン全量に関して2つの条件で

類似した傾向が認められた。そこでオゾン減少が最も著しい高度（下部成層圏）における気温時

系列の長期傾向を調べた結果、CO2増加及び海面水温の変化が南極域の気温場の長期傾向に殆ど影

響せず、南極オゾンホールの将来にも殆ど影響を及ぼさない、という結果となった。また南極域

下部成層圏のCly及びClOxの混合比は、外部強制として与えた有機塩素化合物の境界条件を反映し

て1986年から2005年位まで増加を続け、それ以降は緩やかに減少するが、下部成層圏塩素量の長

期傾向は丁度オゾン全量の長期傾向と同期し、かつ逆相関している。以上の事から、南極オゾン

ホールの長期傾向はCO2や海面水温の長期変動よりは下部成層圏における塩素量に強く依存して

いる事が示された。 

２）T42バージョン化学気候モデルによる数値実験 

 上記（５）および（６）で説明したT42バージョンの化学気候モデルを用いて、UNEP/WMOの

「オゾン破壊に係わる科学アセスメント2006」に対応した数値実験を行った。オゾン科学アセス

メント2006におけるオゾン層の将来変動予測に関しては、国際プログラム（CCMVal）で定められ

たシナリオを用いた数値実験を行う事が求められた。CCMValでは4つの計算シナリオを推奨して

いる。このうち最も基本的な次の2つのシナリオに沿って計算を行った。 

REF1シナリオ（1980年～2004年の再現実験）： 温室効果気体とハロゲンガスの地表面濃度、

火山性エアロゾル量、太陽11年周期、QBOによる経年変動を与える。海水面温度は、UK Met. 

Office ハドレーセンターのHadISST1データを使う。 

REF2シナリオ（オゾン層の将来予測実験）： 1980年から2025年、あるいは2050年までの計算

を行う。この実験では、温室効果気体、ハロゲンガスの地表面濃度の経年変動のみ与える。

他のファクターはバックグラウンド値として固定する。例えば、火山性エアロゾル量は
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1999年の値に固定してすべての年にわたりこの値を使う。太陽強度は11年周期の平均値を

使う。本研究では海水面温度にCCSE/NIES/FRCGCの大気海洋結合モデル12）のアウトプッ

トを用いた。 

REF1, REF2シナリオ共に、オゾン層破壊物質の経年変動についてはWMO(2003)のAbシナリオ13）

を、温室効果気体の経年変動についてはIPCC(2001)のA1Bシナリオ14）を使った。現在、上記のシ

ナリオに基づき、長期間の数値積分を実施している。 

 図12は、南極域におけるオゾン全量経年変化の特徴的な年代における、オゾン全量の水平面図

である。1998年 - 2002年の平均図では、南極上空で220DUを下回るようなオゾン濃度が顕著に低

い領域が計算されている。これに対し2040年 - 2044年の平均図では、220DUを下回る領域はかな

り縮小されている事が分かる。南極上空のオゾンホールが消滅するのは、T21バージョンでは2040

年ごろとの結果であったが、最新のバージョンの化学気候モデルでは2060年ごろと20年前後遅く

なる結果となった。なお回復の遅れが温室効果気体の増加によるものかは今後の詳細な解析を待

つ必要がある。 

 
 

（８）成層圏プロセス研究への成層圏化学気候モデルの応用 

１）太陽活動がオゾン層に与える影響 

（１）で述べたようにCCSR/NIES化学気候モデルには幾つかの改善すべき問題点があるものの、

化学気候モデルは化学－力学－放射過程の結合を考慮しており、様々な中長期的な変動要因が実

際にオゾン層の変動にどの程度影響を及ぼし得るかについてのプロセス間の相互作用も含めた議

論が可能である。オゾン層の中長期的な変動要因の一つとして太陽活動（11年周期）がある。そ

こでモデル内の太陽放射コードの一部を変更し、その強いときと弱い時の状況を固定して長期の

積分（ここではそれぞれ２０年間）をおこない、その差をみることで、成層圏のオゾン分布や温

図12 新バージョンの化学輸送モデルを用いて行われた時間発展実験結果の該当する5年間につい

てそれぞれ年の10月の平均した南半球オゾン全量水平面図。 
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度にどの程度の差が現れるかを明らかにするため、T21バージョンの化学気候モデルを用いた数値

実験を行った。数値実験結果のうち、特に冬期のオゾンの構造の場所性に注目して解析をおこな

った。その結果を以下に述べる。 

8月の南半球冬について： 図13は全オゾンのモデル20年積分の８月における太陽放射の最大 

(Solar maximum)—最小 (Solar Minimum)の偏差値を示す。ここでは惑星波動の卓越する南半球の冬

に着目した。南極大陸周辺に於いて、太陽最大のときに全オゾンが増加している様子が見られる。

その差は統計的に95%以上の有意性をもち、信頼性が高いと思われる。一方10hPaのオゾン偏差は

図14に示されており、やはり南極（冬期）近傍においてオゾンの増大が見られる。 

 図14のオゾン場に対応した力学場として、図15に10hPaにおける温度偏差を示す。温度偏差から

は温度場に有意性は認められないものの、図14に示したオゾンの構造とよく対応している。また

図16にはそれぞれの緯度帯で、各圧力に対応する高度がどの様に変化したかを知るために、高度

場の東西平均の図を示す。南極成層圏では高い高度偏差（圧力偏差）をもっており、それが対流

圏の中緯度に伸びるようにしてつながっている特長が読み取れる。図15や16から、太陽放射は成

層圏の温度構造や高度場に大きな影響を与える事に加えて、その影響が対流圏にも及んでいる事

が理解できる。 

 

１月の北半球冬について： 図17は北半球が冬の１月のオゾン偏差を示している。冬期の応答

に興味があるので、北半球に注目してみる。カナダあたりにオゾン偏差の大きい場所があり、そ

れが統計的に有意な偏差となっている。対応した10hPaにおけるオゾンの増加も同様に見られる

図13 8月におけるモデルオゾン全量の偏

差。 
図14 8月における10hPaでのオゾン偏差 

 

 

図15 8月における10hPaの温度偏差 
 

図16 8月における高度偏差の緯度高さ断面図 
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（図18）。対応した温度場および高度場の緯度高さ断面図を、図19と図20に示す。温度構造は高

温のところでオゾンが多く、オゾン分布とよく対応している。また８月の南半球冬と同様に、成

層圏の影響が中緯度をとおして対流圏の中にまで及ぼしている事を示唆している。 

 

２）オゾン場に見られる大気潮汐の解析 

中層大気領域における大気潮汐は、主に大気中の水蒸気やオゾンによる太陽紫外線の吸収がもたらす

加熱の１日変化により生じる。上部中間圏、下部熱圏領域においては、大気潮汐が大きな振幅を持ち、

平均場に大きな影響を与えることが、これまでの多くの研究により明らかとなっている。しかしながら、

下部中間圏以下の領域においては、適当な観測手段がないこともあり、実態がほとんど知られていない。

そこで、本研究では、本推進費課題に関連して独立に開発された東京大学気候システム研究センターと

国立環境研究所の共同開発によるCCSR/NIES CCM T42バージョン、ならびに気象研究所の開発による

MRI CCM15）を用いた数値実験結果を解析した。モデルの水平解像度はいずれもT42(緯度経度約2.8度)で

あり、鉛直層数は、1000～0.01hPaの高度領域に、前者が34層、後者が45層である。数値シミュレーショ

ンはそれぞれのCCMを用いて一年間行い、潮汐波の成分をフーリエ変換とバンドパスフィルターを用い

て取り出した。 

まず、等圧面高度場を解析したところ、いずれのシミュレーションにおいても、上部成層圏から下部

中間圏にかけての領域に、赤道に関して南北対称で北緯40度付近に最大値をとる構造を持ち、太陽より6

図17 １月の全オゾンの偏差 

 

図18 １月の10hPaにおけるオゾン偏差 

 

図19 １月の温度偏差 図20 １月の高度場の緯度高度断面図 
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時間程度遅れて1日周期で西進している波動が卓越していることがわかった。図21はCCSR/NIES CCMの6

月1日、1hPaにおける北半球投影図である。この波動は古典潮汐理論により知られている外部波型の1日

潮基底モードと同定することができ、この高度域のオゾンによる太陽紫外線の吸収により励起されたも

のと考えられる。 

 一方、図22はCCSR/NIES CCMのオゾン混合比に現れる1日潮対応成分の水平構造について示したもの

で、6月1 日における1hPa面(図22上段)と5hPa(図22下段)の北半球投影図である。この図より、いずれも北

緯70度付近で最大値をとり、その領域が、1hPaでは太陽よりも約13時間、5hPaでは太陽よりも約5時間そ

れぞれ遅れて1日周期で西進している様子が見られる。この構造は、基本的に夏半球のみに限られており、

MRI CCMのシミュレーションでも基本的に同じ特徴が得られた。このように、わずかな高度の違いで、

位相構造に大きな違いが見られるのは、非常に興味深い。 

また、図23(a)は、同じくCCSR/NIES CCMのオゾン混合比に現れる1日潮対応成分の、6月平均振幅の緯

 

図22  CCSR/NIES CCMのオゾン混合比に現れる6月1日における1日潮対応成分の北半球投影図。実

線が正の偏差、破線が負の偏差。左から00、06、12、18 UTC。上段は1hPa、等値線間隔は20ppbv。 

下段は5hPa、等値線間隔は50ppbv。 

  

図21  CCSR/NIES CCMによる、6月1日の1hPa面高度場に現れる1日潮の北半球投影図。実線は正の、

破線は負の偏差、等値線間隔は20m。左から00、06、12、18 UTC。 
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度高度断面図である。中間圏の緯度60度付近より低緯度側に見られる、高度が高くなるほど振幅が大き

くなっている特徴は、既によく知られているオゾンの光化学反応による顕著な一日周期変動によるもの

であり、夜側で極大、昼側で極小となる大きな日変化を示す。一方で、昼夜が存在しない夏半球、冬半

球の高緯度域には一日周期変動は現れない。それに対し成層圏では、夏半球に相当する北緯70度付近の

1hPaと5hPa付近で、それとは独立した極大が出現する。図22に示した水平構造は、それぞれの極大に対

応するものである。1hPa面では、最大値が現れる時刻は中間圏域とほぼ同じだが、水平構造が大きく異

なり、さらに5hPa面では最大値が現れる時刻も全く異なっている。図23(b)は、それとは半年ずれた12月

の結果であるが、やはり夏半球に相当する南緯80度付近に同様の極大が見られる。これらの特徴は、MRI 

CCMのシミュレーションでも基本的に同じであった。 

以上述べてきたような、上部成層圏のオゾン場に見られる構造は本研究で初めて示されたものであり、

独立に開発された2つのCCMで同様の結果が得られたことから、これらは単にモデル固有の原因で形成さ

れる構造とは考えにくい。高度領域や、極大が現れるのが夏極付近であることを考えると、基本的にこ

の構造は光化学反応により形成されていると考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

・ 成層圏での化学－放射－力学過程間の相互作用を考慮した化学気候モデルを開発・改良し

た。モデルによるオゾン分布の再現性の点からもモデルの性能は世界的に見て遜色のない

レベルにある。 

・ 化学気候モデルとサブテーマ（３）で開発した化学輸送モデルを用いた数値実験から、成

層圏でのプロセス間の相互作用の役割を明らかに出来た。 

・ 化学気候モデルを用いてこれまでのオゾン層変動の再現と、将来のオゾン層変動に関する

予測実験を実施、UNEP/WMOの「オゾン破壊に係わる科学的アセスメント」(2002, 2006)

  (a)                                         (b) 

 

 

 

図23 オゾン混合比に現れる1 日潮対応成分の振幅の緯度高度断面図。等値線間隔100ppbv。(a) 

は6月、(b)は12月の月平均。各図の左端が南緯90度、右端が北緯90度にそれぞれ対応する。 
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に数値実験結果が反映された。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

・ UNEP/WMOの「オゾン破壊に関する科学アセスメント2002」第3章、第4章でCCSR/NIES

化学気候モデル（T21バージョン）の成果が引用された。 

・ UNEP/WMOの「オゾン破壊に関する科学アセスメント2006」第5章、第6章でCCSR/NIES

化学気候モデル（T21およびT42バージョン）の成果が引用された。 

・ 環境省のオゾン層等の監視結果に関する年次報告書（平成14年度～17年度）において、

オゾン科学アセスメント2002を引用する形で、CCSR/NIES化学気候モデルを用いた将来

予測実験結果が掲載。平成17年度報告書では、T42バージョンの化学気候モデルでの数値

実験結果についても掲載された。 

・ 環境省環境調査研修所での地球環境保全研修でオゾン層の将来変動予測に関する成果の

一部を紹介した。 

・ 本課題に関係するアウトリーチ活動の一環として2006年10月に名古屋において開催した

一般向けの講演会において、オゾンホールの現状と将来変動予測に関する講演を行い、

研究成果を紹介した。 
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